
事後評価結果（平成２０年度）

担 当 課：三重県県土整備部道路整備室

担当課長名： 野田 清太

事業名 事業 事業

一般国道２６０号宿 浦バイパス 区分 道路事業 主体 三重県
しゅくうら

起終点 南伊勢町宿 浦 延長自：三重県度会郡
わたらいぐんみなみいせちょうしゅくうら

２．３km至：三重県志摩市浜島町南張
し ま はまじま なんばり

事業概要 一般国道２６０号は、三重県志摩市阿児町の国道１６７号を起点として熊野灘沿いを
し ま あ ご

南下し北牟婁郡紀北町に至る延長約１１１ｋｍの路線です。熊野灘沿いの集落を連絡する唯一の幹線道路で
き た む ろ き ほ く

あり、当地域の生活、産業、交流、安全・安心に欠かせない重要な路線です。

しかしながら、リアス式海岸特有の急峻な地形条件のため、幅員が狭く、急カーブ、急勾配が連続し、安

全で円滑な通行を確保できていませんでした。そこで、これらの解消を図るため延長２．３ｋｍの２車線の

バイパス道路を整備しました。

事業の目的・必要性 未改良区間の整備を行い、狭隘で屈曲した道路状況を解消し、安全で円滑な通行の確

保、交通所要時間の短縮、緊急輸送道路としての機能の確保を目的としていました。また、この整備にとも

ない、地域間の輸送時間の短縮、地場産業の市場拡大など、地域間の交流と地域の活性化が期待されていた

ところです。

事業概要図

事 事業期間 Ｈ１年度 用 地 着 手 Ｈ１年度 供用年 H14年度 変事 業 化 年 度 (当初)

業 － 年度 工 事 着 手 Ｈ２年度 H15年度 動 １．０倍都 市 計 画 決 定 (暫定/完成) (実績)

の 事業費 計画時 － 億円 実 績 ４７．４ 億円 変(名目値) (名目値)

効 － 億円 ４７．４ 億円 動 倍（暫定/完成) (実質値) (暫定/完成) (実質値)

果 交通量 計画時 (S63) 実 績 (H17) 変

等 １，７３２ 台/日 ３，６９３ 台/日 動 ％(当該路線) （暫定/完成) (暫定/完成)

旅行速度向上 ２０→ ４０ 交通事故減少km/h

(供用前現道→当該路線) (供用直前年次) Ｈ１１年度 (供用後年次) Ｈ２０年度 (供用前現道→供用後現道)

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 億円 総便益 億円 基準年

分 析 結 果 年事 業 費： 億円 ： 億円走行時間短縮便益

維持管理費： 億円 ： 億円（当初） 実施せず 走行経費減少便益

： 億円交通事故減少便益



費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 ７１ 億円 総便益 １５６億円 基準年

事 業 費： ６８億円 ： １４７億円分 析 結 果 走行時間短縮便益

（事後） ２．２ Ｈ２０年維持管理費： ３億円 ： ８億円走行経費減少便益

： １億円交通事故減少便益

事業遅延によるコスト増 費用増加額 便益減少額

－ 億円 億円

事業遅延の理由

なし

客観的評価指標に対応する事後評価項目

・地域ネットワークの構築・・・大型車すれ違い困難箇所の解消

・災害への備え・・・第３次緊急輸送道路としての信頼性向上

・安全な生活環境の確保・・・歩道がない区間に歩道が設置されたことによる安全性向上

その他評価すべきと判断した項目

特になし

事 環境影響評価に対応する項目

業 本事業区間は、熊野灘沿いの急峻な地形の森林地帯を通過しています。伊勢志摩国立公園第

に ３種特別地域内に位置し、本路線は国立公園園路にも指定されており、環境省との調整を行い

よ ながら事業を進めました。整備にあたっては、地形の改変を極力小さくするよう３本のトン

る ネル（総延長９１０ｍ）を有しているほか、開 削 し て 出 来 た 切 土 法 面 に つ い て は 、

環 環 境 面 に 配 慮 し 厚 層 基 材 を 吹 き 付 け 、 緑 化 を 図 っ て い ま す 。

境

変 その他評価すべきと判断した項目

化 特になし

事業を巡る社会経済情勢等の変化

平成１６年１０月に旧浜島町、大王町、志摩町、阿児町、磯部町が合併し志摩市に、平成１７年

１０月に旧南勢町と南島町が合併し南伊勢町となっています。

今後の事後評価の必要性及び改善措置の必要性

審査の結果、事後評価の妥当性が認められたため、今後の事業評価の必要はないと考えられます。

事業効果の早期発現及び緊急輸送道路ネットワークの早期形成のため未整備区間の早急な整備を進められた

いとの意見が付されました。

計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要性

事業効果の早期発現及び緊急輸送道路ネットワークの早期形成のため、志摩市浜島町南張から南伊勢町木谷

間の未整備区間について、平成１６年度に事業着手しており、早期の全線供用に向け事業推進に努めます。

特記事項

特になし

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。


